
様式第十四（第四十六条第一項及び第五十条第三項関係） 

 

地下水の水質の測定又は地下水汚染の拡大の防止が講じられている 

土地の形質の変更の確認申請書 

 

年   月   日 
茨城県知事 殿 

 
届出者    氏名又は名称及び住所並びに法人  印 

にあっては、その代表者の氏名 

 

 土壌汚染対策法施行規則第46条第１項（第50条第３項において準用する場合を含む。）の規定

による地下水の水質の測定又は地下水汚染拡大の防止が講じられている土地の形質の変更に係

る確認を受けたいので、次のとおり申請します。 

 土地の形質の変更を行う要措置区域等の所

在地 

①  

土地の形質の変更の種類 ② 

土地の形質の変更の場所 ③ 

土地の形質の変更の施行方法 ④ 

土地の形質の変更の着手予定日及び完了予

定日 

 

土地の形質の変更を行う要措置区域等にお

いて講じられている汚染の除去等の措置 

 

土地の形質の変更の施行中に地下水汚染の

拡大が確認された場合における対応方法 

 

事故、災害その他の緊急事態が発生した場

合における対応方法 

 

最大形質変更深さより

１メートルを超える深

さの位置について試料

採取等の対象としなか

った土壌について土地

の形質の変更をしよう

とする場合 

土壌汚染状況調査

に準じた方法によ

る調査の結果 

 

分析を行った計量

法第107条の登録

を受けた者の氏名

又は名称 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

２ 氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて、本人（法人

にあっては、その代表者）が署名することができる。  

 



○ 記入要領 

 

① 土地の形質の変更を行う要措置区域等の地番を全て記入する。 

 

② 「掘削」，「掘削及び盛土」等と記入する。 

 

③ 「別添○のとおり」等と記入し，土地の形質の変更を行う場所を示した資料を添付する。 

 

④ 「別添○のとおり」等と記入し，施行方法を示した資料を添付する。 

 ※規則第40条第２項第１号の環境大臣が定める基準（平成31年環境省告示第５号）に適合しているこ

とが判断できる資料が必要である。 



 


